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2015年1月22日作成

150122情報カナダ政策金利-1 

商 号 等 / ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号
加入協会/一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

※上記の見通しは作成時点のものであり、事前の予告なく変更される場合があります。上記は、将来の市場動向を示唆・保証するものではありません。※巻末
のご注意事項等を必ずご確認ください。

政策金利の推移

（2012年1月20日～2015年1月22日）

インフレ率の推移

（2011年11月～2014年11月）

（出所：BloombergのデータをもとにＤＩＡＭアセットマネジメント作成）

（出所：BloombergのデータをもとにＤＩＡＭアセットマネジメント作成）

※インフレ率は消費者物価指数（前年比）を使用しています

金融政策について

金融政策の背景

※政策金利は翌日物金利を使用しています

カナダ、予想外の5年9カ月ぶりとなる利下げを実施

 カナダの中央銀行は現地1月21日、金融政策決定会合を開催し、政策金利を1.00％から0.75％に引き

下げることを決定しました。政策金利の変更は2010年9月以来となります。

 今回の予想外の利下げを受け、1月21日の金融市場では、カナダドルが下落し、国債利回りは短期

ゾーンを中心に低下（価格は上昇）しました。

 今回の利下げは予防的な意味合いが強く追加利下げの可能性は低いとみられることから、今後カナダ

ドルの動きは徐々に安定するとみています。

カナダ銀行（中央銀行）は現地1月21日に開催

した金融政策決定会合にて、政策金利を0.25％

引き下げ0.75％とすることを決定しました。政策

金利の変更は2010年9月実施以来、利下げは

2009年4月以来5年9カ月ぶりとなります。

中央銀行は今回の利下げについて、最近の

原油価格の急激な下落により、経済成長率やイ

ンフレ率が低下するリスクが生じていることや金

融市場が不安定化するリスクがあることに対する

予防的な措置であるとしています。

昨年半ばから大幅に下落してきた原油価格

（WTI）は依然低水準で推移しており、原油産業の

雇用、投資への悪影響が出るとみられていました。

一方で、米国で利上げが視野に入りつつあること

や、カナダのインフレ率が比較的高水準で推移し

ていることなどから、市場では政策金利が低水準

で長期間据え置かれるとみられていました。

今回の金融政策について、政策金利据え置きを

予想していた市場では意外感をもって受け止めら

れたことから、1月21日の為替市場ではカナダドル

が対円、対米ドルともに下落し、債券市場では短

期ゾーンを中心に国債利回りが低下（価格が上

昇）しました。

今回のポイント



マーケットレポート

情報提供資料

0.90

0.95

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

1.25

1.3070

80

90

100

110

12/1 12/7 13/1 13/7 14/1 14/7 15/1

（円）

（年/月）

カナダドル/円(左軸）

米ドル/カナダドル（右軸）

（カナダドル、逆目盛）

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

2.8

3.0

12/1 12/7 13/1 13/7 14/1 14/7 15/1

（％）

（年/月）

2/3

現地通貨
安

為替
レート

現地通貨
高

為替の推移

（2012年1月20日～2015年1月21日）

（出所：BloombergのデータをもとにＤＩＡＭアセットマネジメント作成）

債券
価格

下落

上昇

金利の推移

（2012年1月20日～2015年1月21日）

※上記の見通しは作成時点のものであり、事前の予告なく変更される場合があります。上記は、将来の市場動向を示唆・保証するものではありません。※巻末
のご注意事項等を必ずご確認ください。

今後の市場見通し

※金利はカナダの10年物国債利回りを使用しています。

（出所：BloombergのデータをもとにＤＩＡＭアセットマネジメント作成）

カナダでは昨年半ば以降、景気が上向く兆しが

広がっていました。低金利政策を長期間維持して

いる効果が住宅市場などで見られはじめているこ

とに加え、最大輸出国である米国の経済が堅調に

推移していることで輸出の伸び率も高まっていたこ

とがあげられます。

しかし、原油価格の急激な下落により、石油関連

産業での投資計画を縮小する動きが出始めてい

るほか、石油の輸出金額の下落により貿易収支の

改善にも歯止めがかかっています。

1月に発表された中央銀行による四半期の企業

景況感調査では、こうした環境を反映して、将来

の売り上げに対する楽観的な見方が大きく後退し

ました。業種としては石油関連産業での見方が急

激に悪化している一方、その他の産業では売り上

げが堅調に増加すると予想されており、石油産業

の不振がカナダ経済全体にどの程度悪影響を与

えるのかは、現時点で明確ではありません。

このように不確実性が高まっている中、景気やイ

ンフレが下振れるリスクに備えるための「保険」とし

て今回の利下げが決定されたと考えられます。予

防的に利下げを実施したことや、中央銀行が年後

半以降にカナダ景気が安定すると予想しているこ

となどを考えると、追加利下げが実施される可能

性は低いものと思われます。

このため、債券市場では国債利回り（および価

格）が横ばいの動きとなる可能性が高いとみてい

ます。金利水準が切り下がったことでカナダドルは

上値の重い動きとなることが予想されますが、円

安が進みやすい環境であることから、円に対して

は横ばいの動きになると予想しています。
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